
安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（血液法）の概要 

第1章：総則 

第2章：基本方針等 

基 本 方 針  
 
献血推進計画 
献血受入計画 

厚生労働大臣は、血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針（基本方針）を定める。
（第9条） 
厚生労働大臣は、毎年度、翌年度の献血の推進に関する計画を定める。（第10条） 
採血事業者は、基本方針及び献血推進計画に基づき、毎年度、献血の受入れに関する計画を作成し、厚生労働大臣
の認可を受けなければならない。（第11条） 

： 
 
： 
： 

採 血 等 の 制 限  
 
採 血 業 の 許 可  
採血事業者の監督 
 
採血所の管理等  
採血事業者の義務 

血液製剤の原料とする目的で採血する場合等を除いては、何人も業として人体から採血してはならない。（第
12条） 
業として採血を行おうとする者は、採血所ごとに厚生労働大臣の許可を受けなければならない。（第13条） 
①採血事業者の業務規程、事業計画、事業報告書作成・公表義務（第17～19条） 
②厚生労働大臣の改善命令（第20条） 
採血事業者は基準（※）に適合した採血所で採血しなければならない。 
厚生労働大臣は、基準違反に対し、改善・業務停止を命ずることができる。（第21条） 
人体から採血しようとする者は、あらかじめ献血者等につき、健康診断を行わなければならない。（第24条） 

： 
 
： 
： 
 
： 
： 

第3章：採血 

需 給 計 画  
実 績 報 告 等  

厚生労働大臣は、毎年度、翌年度の血液製剤の安定供給に関する計画（需給計画）を定める。（第25条） 
採血事業者の製造・輸入実績の報告義務（第26条） 
実績が需給計画に照らし著しく適正を欠く場合の厚生労働大臣の勧告（第26条） 

： 
： 

第4章：血液製剤の安定供給 

第5章：雑則 

第6章：罰則 

※採血の業務の管理及び構造設備に関する基準（厚生労働省令）

採血事業者による原料血漿の配分：製造販売業者等以外の者に対する原料血漿の配分の禁止（第27条） 

第16条、第12条、第13条第1項、第21条第2項、第22条違反等について、所要の罰則を定める。（第32～39条） 

採血事業者の製造販売業者に対する情報提供（第28条） 
薬事・食品衛生審議会への報告（第29条） 

◆目的（第1条） 

　この法律は、血液製剤の安
全性の向上、安定供給の確保
及び適正な使用の推進のた
めに必要な措置を講ずるとと
もに、人の血液の利用の適正
及び献血者等の保護を図る
ために必要な規制を行うこと
により、国民の保健衛生の向
上に資することを目的とする。 

◆関係者の責務（第4条～第8条） 

基本理念にのっとり、 
【国】安全性の向上・安定供給の確保に関する基本的かつ総合的な
施策の策定・実施 
【地方公共団体】献血に関する住民の理解、献血受入を円滑にする
ための措置 
【採血事業者】献血受入の推進、安全性の向上・安定供給確保への
協力、献血者等の保護 
【血液製剤の製造販売業者等】安全な血液製剤の安定的・適切な供給、
安全性向上のための技術開発と情報収集･提供 
【医療関係者】適正な使用、安全性に関する情報収集・提供 

◆基本理念（第3条） 

①安全性の向上 
②献血による 
　・国内自給の原則 
　・安定供給の確保 
③適正使用の推進 
④血液事業の運営に
係る公正の確保及
び透明性の向上 

○安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

昭和31年に制定された「採血及び供血あつせん業取

締法」（採供法）は、平成14年に大幅に改正され、新た

に「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」

（血液法）が制定されました。採供法は採血業の規制や

供血者の保護を目的としていましたが、血液法ではその

目的を血液製剤の安全性の向上や安定供給の確保等に拡

大し、血液事業の運営指針となる基本理念を設定しまし

た。また、血液事業に携わる関係者の責務を明確化し、

基本理念の実現を図るための仕組み（基本方針や各種計

画の策定等）が盛り込まれました。

現在は、血液法にのっとり、安全な血液製剤の安定供

給の確保等を目指した各種取組が進められています。
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表1－2 「血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図
るための基本的な方針」第一　血液製剤の安全性
の向上及び安定供給の確保に関する基本的な方向（概
要） 

血液事業の実施に関する主な取組 

基本的な考え方 

血液製剤代替医薬品の取扱い 

①安全性の向上 
　血液製剤は医療上有用だが、その使用を通じた感染症等
のリスクを完全に否定することは困難。血液の採取、製造、
供給から使用に至るまで、安全性の向上に向けた不断の努
力が必要。 

②国内自給の原則と安定供給の確保 
　倫理性、国際的公平性等の観点から、国内で使用される
血液製剤が、原則として国内で行われる献血により得られた
血液を原料として製造される体制の構築を目指す。また、医
療需要に的確に応えられるよう、血液製剤を安定的に供給
する体制を整備する。 

③適正使用の推進 
　血液製剤が貴重なものであること及び感染のリスク等に
ついて特段の注意を払う必要があること等にかんがみ、真
に必要な場合にのみ使用するなど、適切かつ適正な血液製
剤の使用を推進する。 

④公正の確保及び透明性の向上 
　血液事業関係者は、献血者の善意に応え、国民の理解と
協力を得られるよう、十分な情報を公開していく必要がある。 

　血液製剤と代替性がある医薬品（遺伝子組換え製剤等）
についても安全性の確保及び向上、安定供給の確保、適正
使用が必要。 

国民の理解と参加 

　国民一人一人が献血によって生命と健康が守られること
を理解し、血液事業の健全な展開に参加することが期待さ
れる。 

＊（　）内は推進の主な担い手 

◆献血の推進 
（国、地方公共団体、採血事業者） 

・献血推進計画等の作成 
・献血の呼びかけ、知識の普及啓発など 

◆安全性の向上 
（国、採血事業者、製造販売業者、医療関係者） 

・原料採取段階の安全対策…採血基準、問診等 
・製造段階の安全対策…感染症検査等 
・市販後の安全対策…感染症報告、遡及調査等 
・技術開発 

◆国内自給の推進、安定供給の確保 
（国、採血事業者、製造販売業者） 

・需給計画の策定 
・在庫状況の監視 

◆適正使用の推進 
（国、医療関係者） 

・適正使用に関する指針等の作成 
・血液製剤の使用状況の調査 

◆公正かつ透明な血液事業の運営 
（国、地方公共団体、採血事業者、製造販売業者、 
医療関係者） 

・十分な情報公開 
・公正かつ適切な議論の確保 

○血液製剤の特殊性と血液事業の方向性

血液製剤は、人体から採取された血液を原料とすると

いう性質上、有限で貴重なものであると同時に、血液を

介して感染する病原体（ウイルス等）が混入するリスク

を完全には否定できないという特徴を持っています。

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」

（血液法）は、こうした血液製剤の特殊性にかんがみ、

①安全性の向上、②国内自給原則、安定供給の確保、③

適正使用の推進、④公正の確保及び透明性の向上を法の

基本理念として掲げています。

また、血液法に基づいて定められた「血液製剤の安全

性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方

針」（以下「基本方針」という。）では、これらの基本理

念に基づき、今後の血液事業の方向性を示しています。

表1－2に、基本方針の冒頭に示された血液事業の基本

的な考え方と、これに対応した主な取組をまとめました。

基本方針は血液法第9条第3項により、5年ごとに再

検討を加えることとされており、「血液製剤の安全性の

向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針の全

部を改正する件」（平成20年厚生労働省告示第26号）

が平成20年6月6日に公布され7月30日から施行され

ました。
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